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Ⅰ．はじめに

日本では現在，悪性新生物1）により死亡する率が高く

なっている。2011 年時点のデータによれば，生涯におい 

て，悪性新生物で死亡する確率は，男性 26％，女性 16％ 

と，男性は 4人に 1人，女性は 6人に 1人の割合となっ

ている2）。

このような，悪性新生物による死亡率を改善するため

に，医療技術の進歩が見られている。がん患者にとって，

悪性新生物を治療することは重要なことである。それと

同時に，本人の病気に対する不安や悩み，家族や友人と

の関係など，誰かと相談しながら，安心した生活を送る

ことも重要である。しかし現状では，がん患者が，不安

や悩みを相談できる場が少なく，安心した生活を送るこ

とができない状況が見られている。

そこで，がん患者が，自分の悩みや不安を打ち明け，

精神的に安定した生活を送ることができるようにするた

めに，がん患者と家族が気軽に相談でき，不安や悩みを

和らげることができる「がんサロン」の運営が広まって

いる。この「がんサロン」をいち早く開設し，がん患者

や家族らを支援しているのが，島根県である。そこで，

島根県における「がんサロン」の背景や取り組みに関し

て着目した。

島根県では，全国で初めての「島根県がん対策推進条

例」が制定されており，がん患者に対する支援や取り組

みが活発とされている。この「がんサロン」の取り組み

に対して，病院や行政との連携，および患者への影響に

ついて考察することを目的とした。

Ⅱ．研究方法

2010 年 9 月 8 日，9月 9日に島根大学医学部付属病院

等において，がん患者を支援している医療ソーシャル

ワーカーやがんサロン責任者，県担当職員らからヒアリ

ング調査および情報収集を行った。また，2011 年 9 月

17 日，9 月 18 日に島根県の益田赤十字病院で開催され

た「がんサロン支援塾」へ参加し，参加者らとの意見交

換および資料収集を行った。

なお，本研究は，島根大学法文学部山陰研究プロジェ

クト（2010 年度～2011 年度）の助成金により研究を進

めた。

Ⅲ．先行研究

1．日本医療マネジメント学会監修［2010］，『がん地域

連携クリティカルパス―がん医療連携とコーディネート

機能』じほう．

現在の「がん」の現状を踏まえ，がん対策基本法やが

ん対策推進基本計画，地域がん診療連携拠点病院や地域

連携クリティカルパスによる地域における医療連携等に

ついて述べている。がん患者・家族が求める地域連携の

視点から，「愛媛県がんサポートおれんじの会」会員に

対する意識調査を行い，患者本人やその家族，学生や医

療職等を対象とした調査が実施されている。質問項目で 京都女子大学家政学部生活福祉学科
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は，「病診連携」や「地域連携クリティカルパス」の必要 

性について掲げられている。最終的には，回答者の大半

が連携を肯定し受け入れる状況であると説明している。

また，がん診療ネットワーク構築について，コーディ

ネート機能の必要性を述べ，都道府県がん診療連携拠点

病院の活動として，東京都と大阪府の事例を挙げながら

紹介している。さらに，がん地域連携クリティカルパス

の実際として，胃がんや肺がんといった疾病別による特

徴や緩和ケア領域のあるべき地域連携について分析して

いる。

2．中谷俊彦・小豆澤伸司会・齋藤洋司著［2010］，『緩

和ケア』「各地域におけるがん対策基本法の前と後の取

り組み―がん医療と緩和ケアに対する島根県と島根大学

の取り組み」青海社．

がん医療の向上を図るためには，医療現場だけではな

く，行政との協力が必要であるとしている。2006年の「が

ん対策基本法」の制定前と後を比較した調査である。島

根県の独自事業とする「しまねがん対策強化事業」や，

全国初の条例である「島根県がん対策推進条例」につい

て説明している。

また，島根県がん対策推進計画の実践として，「七位

一体」のがん対策や「がんサロン」の取り組みを紹介し

ている。さらに，島根大学医学部の取り組みである「が

んプロフェッショナル養成プラン」について述べており，

がん医療と緩和ケアに対する島根県および島根大学の取

り組みについて報告している。

Ⅳ．島根県におけるがん患者支援の状況

１．悪性新生物の現状

島根県における悪性新生物の現状を見ると，悪性新生

物は死因の第 1位であり，約 3人に 1人は悪性新生物に

より亡くなる傾向にある。2009 年時点における死亡率

は，悪性新生物（28.0％），心疾患（16.0％），脳血管疾

患（11.0％）となっている。悪性新生物で亡くなる人は

年々増加しており，約 2,500 人が悪性新生物により亡く

なっている3）。

このような背景のもと，2006 年に「がん対策基本法」

が制定された。この法律は，国や地方自治体にがん予防

への取り組みを義務付けており，がん対策への国と地方

自治体の責任を明確化したものである4）。

２．島根県がん対策推進条例

島根県では，議員提案による全国初の「島根県がん対

策推進条例」が 2006 年に制定された。患者・家族の声を 

受け止めた県議会は，議員提案で条例を制定した。これ

により行政が，がん対策に積極的に関わることになった。

条例には，「第 2 条：県は，がん診療連携拠点病院そ

の他の医療機関等の間における連携協力体制を整備する

こと」，「第 5条：県は，地域における緩和ケアに関する

関係機関及び関係団体の間意における連携協力体制の整

備の支援…を講ずるものとする」，「第 8 条：県は，国，

市町村，医療関係団体，医療機関，患者会等その他の関

係機関及び関係団体との連携を図りつつ，がん対策を推

進するものとする」，などの条文が掲げられており，国

と地方自治体との関係や各機関等との連携を重視してい

ることがわかる。また，上記の他の条文には，「患者会

等の活動を支援すること」が明記されており，これによ

り，がんサロン活動への関与が深まることになった。

３．住民との意見交換会

この条例をもとに，島根県では，がん患者を支援する

ために，行政と患者・家族との関わりが充実している。

その取り組みとして，県と患者・家族との意見交換会が

定期的に開催されている。これまでの行政との会議では，

「ロの字」型の会議が中心であった。しかし，この「ロ

の字」型では行政説明が主となり，内容が難しく感じる

という問題が生じていた。また，いつも同じ人の発言ば

かりになるという弊害が生じ，住民らのストレスにも

なっていた。このような状況から，島根県での会議は，「ロ

の字」型から「グループ会議」へと変更している。ここ

での行政説明は手短に行われ，参加者らによる情報交換

が実施されている。グループ討議では毎回テーマを設定

し，参加者全員が発言できるような場となっている。

参加者は，患者・家族，行政，教育関係の三者が連携

しながら意見交換会を行っている。行政からは県庁の職

員が参加し，保健所からは医師，保健師や事務職員など，

多職種からの参加となっている。教育関係では独自に設

けた「患者家族アドバイザー」として参加しており，患者・

家族と行政との架け橋の役を担っている。「患者・家族

の声を聴く」ことを重視していることがわかる。

また，「第 1 回全国がんサロン交流会 in 島根」が，

2009 年に開催された。プログラムの内容は，がんサロ

ン見学会や島根のがん対策に関するパネルディスカッ

ション，親睦会等である。この交流会を開催するにあた

り，「実行委員会」と「運営会議」において，患者・家

族と行政が協働している。島根県は，実行委員の一員と

して経費の負担をしている。さらに，患者・家族らは，

島根県がん対策推進協議会への参画もしており，住民参

画によるがん対策の取り組みとなっている。

４．がんサロン

2005 年に島根県益田市内で，全国に先駆けてがんサ

ロンが誕生した。その目的は，患者・家族が自由にサロ
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ンに訪問し，悩みや不安を話し合い，情報交換すること

であった。2006 年に，松江市立病院においてがんサロ

ンが開設され，その後，各地に広まることになった。

島根県のがんサロンの形態には，①院内サロンと②地

域サロンの 2種類がある。院内サロンは，医師や看護師，

医療ソーシャルワーカー等が支援している。地域サロン

では，公民館や保健所等で保健所職員や市町村職員が支

援している5）。

島根県におけるがんサロンの特徴として，院内サロン

および地域サロンの両方とも，患者・家族らが主体的に

設立し運営する場所として開始され，各地に広がって

いった。その背景には，病院や地域，市町村との連携が

図れていたことが挙げられる6）。2013 年現在，島根県内

には，28 箇所のサロンが開設されている。

島根県益田市でがんサロンを開設した納賀良一氏によ

れば，がんサロンを開設した理由は，自身が益田市と大

阪市において連続で手術を受けた際，医療の地域格差を

感じたことを挙げている。また，待合室で他の患者が，

病気に対する不安や病院に対する不満が多かったことを

掲げている。そのため，闘病に対する苦しさや不安感を

自由に話すことができるように，がんサロンを開設した

のが始まりである。2 時間のサロンが終了した後，参加

した患者は元気な様子になり，周りの患者を励ます姿が

見られた。がんサロンは，心のわだかまりを吐き出し，

気持ちを癒す役割から開始された7）。

現在，新たな取り組みとして，①患者・家族の声を行

政や医療現場に届けること，②患者のための医療実現に

向け，行政とともに行動すること，③未来の医療者の育

成の場として，がん検診の普及啓発を行うこと，に挑戦

している。

５．がんサロン支援塾

2011 年 9 月に，島根県の益田赤十字病院で開催された

「がんサロン支援塾」へ参加した。この塾長を務めるのは， 

がんサロンを開設した納賀良一氏であり，がんサロン支

援塾実行委員会が主催である。2009 年の「第 1 回全国

がんサロン交流会 in 島根」をきっかけに，医療現場と

患者が情報共有できる場を作ることを目的として，開催

されたものである。

参加者は，医療関係者や患者・家族，行政関係など，

全国各地から集まっていた。参加者は，自分達の地域で

もがんサロンを作りたいと考えている人や，がんサロン

を立ち上げたが継続して実施できなかった人など，様々

なメンバーで構成されている。島根県のがんサロンが活

発で成功しているため，その手法を学びたいという参加

者らが多く見られた。

講演内容は，納賀良一氏が，がんサロンを開設し島根

県全体に拡大させた手法や困難事例などを紹介してい

る。島根県では，患者を中心として，その他の機関との

連携が図られたことで，がんサロンが成長していった。

その連携における取り組みを，「七位一体」と称している。

６．「七位一体」から「十位一体」へ

七位一体について，一つ目に挙げられるのが，①「メ

ディア」との関係である。がんサロン開催の告知から開

始し，がんサロン活動を追い続けたことが，全国展開の

基盤となっている。NHK がんサポートキャンペーンな

ど，多くのメディア関係者により，知名度が上昇するこ

とになった。次に，②「県議会」であるが，島根県がん

対策推進条例が行動の基盤となっている。全国がんサロ

ン交流会への大会支援として 300 万円の援助をするな

ど，財政的支援を行っている。③「行政」であるが，が

んサロン活動に対して，当初は連携がうまく図れていな

かった。しかし，その後，行政との関係性が深まり，患

者を支援している状況である8）。

④「医療現場」との関係であるが，がんサロンの院内

設置に関して，最初は消極的であった。しかし，がん診

療拠点病院が開設されたことにより，他の病院も連動し

てがんサロン設置に関わるようになった。⑤「大学」と

の連携では，島根県立大学の看護学科が，がんサロンに

参加しており，学生の教育の場として活用されている。

⑥「産業界」としては，がん対策推進条例の制定後，県

議会で，がん対策募金を設置することが決められた。当

初は，通常の募金制度であったが，「島根がん対策基金」

のマークがついた商品を購入すると，その一部が島根県

のがん対策事業に寄付されるものへと発展した9）。

最後に，⑦「患者」本人であるが，島根のがんサロン

の特徴は，患者主導で開設されている。また，地域医療

支援病院運営委員会の患者代表や市民パネルメンバーと

して参加するなど，患者自身が主体的に活動を実施して

いる10）。

このような「七位一体」の連携を踏まえ，現在では，

宗教学，建築学，人生学の 3つをさらに追加した「十位

一体」への連携を目指している。

Ⅴ．まとめ

島根県では，がん患者を支援する取り組みとして，患

者・家族と行政との関わりをもつために，意見交換会や

がんサロン交流会，島根県がん対策推進協議会への参画

などが実施されている。意見交換会では，患者・家族，

行政，教育の三者が参加しながら，情報交換が行われて

いる。特に，「島根県がん対策推進条例」が及ぼした影
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響は大きく，行政との関わりや各機関との連携，がんサ

ロンの推進，患者・家族らによる住民参画などが進めら

れることになった。

がんサロンは，がん患者が悩み事を気軽に相談できる

場として開設された。また，がん啓発の展示を行い，他

のサロンを紹介するなど，情報交換の場でもある。がん

サロンに来る前は暗い気持ちであった人が，がんサロン

を訪ね，患者同士で話し合い励まし合うことで，元気に

なっていく例が見られた。同じがんの病気で苦しんでい

る患者同士が，癒しを求めて気軽に話し合い，明日への

気力を高めることができるがんサロンは，ピアサポート

体制の役割を果たしていると考えられる。

また，医師や看護師も，がんサロンを訪問することが

ある。病院内では医師や看護師の立場からがん患者に接

しているが，がんサロンに足を踏み入れれば，医師や看

護師の意見ではなく，一人の人間としての意見に変わる

ことになる。がん患者にとって，医師や看護師と気軽に

話をすることは，信頼関係を構築でき，安心した生活を

送ることが可能となる。今後の治療においても，信頼関

係が構築できれば，相互にとって回復に向けた取り組み

を実践しやすくなると思われる。

このように，がんサロンは，患者のストレスを解消し，

前向きに生きていこうとする力を見出せる効果が大きい

と思われる。以上のことから，がんサロンは，カウンセ

リングの機能も果たしていると考えられる。

そして，がんサロンの取り組みは，メディア，県議会，

行政，医療現場，大学，産業界，患者の七つの機関が「七

位一体」として連携を図ることで，活発となり，拡大し

ていった。

このような島根県におけるがんサロンの取り組みを全

国に発信するために，がんサロン支援塾が開催され，医

療関係者や行政，患者・家族関係者など，全国からの参

加となっていた。島根県におけるがんサロンの取り組み

が，がんサロン支援塾により，全国各地に拡大され，少

しでも多くのがん患者やその家族の悩みを解決できるシ

ステムが期待される。

Ⅵ．今後の課題

がんサロン支援塾に参加した時点においては，「七位

一体」の連携が図られていた。その後，宗教学，建築学，

人生学の3つが追加され現在に至っている。この宗教学，

建築学，人生学の 3領域が，どのようにして連携を図る

ことができているのか，またその効果はどの程度現れて

いるのかについては，今後の課題とした。
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